
別紙

１　工 事 名　ふれあいの郷維持修繕作業

３　工事用地

４　工事支障木

５　使用機械

６　林地保全等

　　・水源涵養保安林

７　安全管理

（１）施工にあたっては、特に労働安全衛生法第3条に基づく労働災害防止等に努めることとする。

（３）降雨・悪天候時の通勤、工事の施工等にあたっては、十分安全に配慮し交通災害防止に努めることとする。

（４）支障木等を処理する場合は、関係法令を遵守し、労働災害の防止に努めることとする。

（５）作業現場及び現場事務所等における火気の取扱については、十分注意し火災防止に努めることとする。

８　契約の保証について

　　　　宛名：南信森林管理署 歳入歳出外現金出納官吏　総括事務管理官　山本　通明

　　工事に必要な運搬施設、仮設物材料置き場等の用地は、発注者において確保してある。
　　また、国有林においては、材料置き場等施設の利用承認の時期は請負契約の締結をもって承認したものとする
　が、実施にあたっては発注者、受注者協議のうえ具体的に現地において決定するものとする。
　　なお、その他の用地使用等の必要が生じた場合は、土地使用者の承諾を得ることとする。

２　現場説明会

現　場　説　明　書

　　落札者（又は契約の相手方）は、工事請負契約書案の提出とともに、以下（１）から（４）のいずれかの書類
　を提出しなければならない。

（１）契約保証金に係る保管金領収証書及び保管金提出書

　　ア　保管金領収証書は、下記取扱店へ契約保証金の金額に相当する金額の金銭を払い込んで、交付を受けるこ
　　　と。

　　　　保管金の取扱店：日本銀行伊那代理店

（２）工事資材の運搬にあたっては、道路交通法を遵守し、特に過積載による違法運行の無いよう努めることとす
　　る。

　　掘削、排土、残土等に使用する機械及び機種は、工事の規模及び林地等自然環境保全を考慮した機種を選ぶこ
　ととする。

　　イ　保管金領収証書及び保管金提出書の宛名の欄には、下記のとおり記載するように申し込むこと。

　　ウ　請負代金額の変更により契約保証金の金額を変更する場合の取扱については、契約担当官等の指示に従う
　　　こと。

　　現地は下記の法令制限があり施工に際しては、切取等による林地破壊、盛土法尻の端末処理、余切等林地保全
　について特に留意し、他からの批判を招かないこととする。

　　工事施工に伴う工事支障木は未処理であり、伐採処理費は当該工事費に計上していないため処理方法も含め
　て監督職員と協議し、変更の対象とする。

　　なお、任意仮設も含めた工事施工上必要な工事支障木が発生した場合においても、監督職員と協議し、変更の
　対象とする。

　　本工事内容は、工事請負契約書案、中部森林管理局随意契約見積心得、図面、森林整備保全事業
　工事標準仕様書、森林土木工事特記仕様書【共通】、森林土木工事特記仕様書【個別】及び現場説明書（以下「
　設計図書等」という。）によるものとし、現場説明会は実施しない。



（２）債務不履行時による損害金の支払を保証する金融機関等の保証に係る保証書

　　　　宛名：分任支出負担行為担当官　南信森林管理署長　松下　洋　

　　ウ　保証債務の内容は、工事請負契約書に基づく債務の不履行による損害金の支払いであること。

　　オ　保証金額は、契約保証金の金額以上とすること。

　　カ　保証期間は、工期を含むものとする。

　　キ　保証債務履行の請求の有効期間は、保証期間経過後６ヵ月以上確保されるものとすること。

（３）債務の履行を保証する公共工事履行保証証券による保証に係る証券

　　ア　公共工事履行保証証券とは、保険会社が保証金額を限度として債務の履行を保証する証券である。

　　イ　公共工事履行保証証券の宛名の欄には下記のとおり記載するように申し込むこと。

　　　　宛名：分任支出負担行為担当官　南信森林管理署長　松下　洋　

　　エ　保証金額は、請負代金額の10分の１の金額以上とすること。

　　オ　保証期間は、工期を含むものとすること。

（４）債務の不履行により生ずる損害をてん補する履行保証保険契約に係る証券

　　ア　履行保証保険とは、保険会社が債務不履行時に、保険金を支払うことを約する保険である。

　　イ　履行保証保険は、定額てん補方式を申し込むこと。

　　ウ　保証証券の宛名の欄には下記のとおり記載するように申し込むこと。

　　　　宛名：分任支出負担行為担当官　南信森林管理署長　松下　洋　

　　オ　保険金額は，請負代金額の10分の１の金額以上とすること。

　　カ　保険期間は、工期を含むものとすること。

　　キ　請負代金額の変更により保険金額を変更する場合の取扱いについては、契約担当官等の指示に従うこと。

　　イ　保証書の宛名の欄には下記のとおり記載するように申し込むこと。

　　エ　受注者の責に帰すべき事由により契約が解除されたときは、契約保証金は、会計法第29条の10の規定によ
　　　り国庫に帰属する。なお、違約金の金額が契約保証金の金額を超過している場合は、別途、超過分を徴収す
　　　る。

　　ク　請負代金額の変更又は工期の変更等により保証金額又は保証期間を変更する場合等の取扱については、契
　　　約担当官等の指示に従うこと。

　　ケ　受注者の責に帰すべき事由により契約が解除されたときは、金融機関等から支払われた保証金は、会計法
　　　第29条の10の規定により国庫に帰属する。なお、違約金の金額が保証金額を超過している場合は、別途、超
　　　過分を徴収する。

　　オ　受注者は、工事完成後、請負代金額の支払請求書の提出とともに保管金の払渡しを求める旨の保管金払渡
　　　請求書を提出すること。

　　ア　債務不履行により生ずる損害金の支払の保証ができる者は、出資の受入れ、預り金及び金利等の取締りに
　　　関する法律（昭和29年法律第195号）に規定する金融機関である銀行、信託会社、保険会社、信用金庫、信
　　　用金庫連合会、労働金庫、労働金庫連合会、農林中央金庫、商工組合中央金庫、信用協同組合、農業協同組
　　　合、水産業協同組合若しくはその他の貯金の受入れを行う組合（以下「銀行等」という。）又は公共工事の
　　　前払金保証事業に関する法律（昭和27年法律第184号）第2条第4項に規定する保証事業会社（以下「金融機
　　　関等」と総称する。）とする。

　　エ　保証書上の保証に係る工事の工事名の欄には、工事請負契約書に記載される工事名が記載されるように申
　　　し込むこと。

　　コ　受注者は、銀行等が保証した場合にあっては、工事完成後、契約担当官等から保証書の返還を受け、銀行
　　　等に返還するものとする。

　　カ　請負代金額の変更又は工期の変更等により保証金額又は保証期間を変更する場合等の取扱いについては、
　　　契約担当官等の指示に従うこと。

　　キ　受注者の責に帰すべき事由により契約が解除されたときは、保険会社から支払われた保証金は、会計法第
　　　29条の10の規定により国庫に帰属する。なお、違約金の金額が保証金額を超過している場合は、別途、超過
　　　分を徴収する。

　　エ　証券上の契約の内容としての工事名の欄には、工事請負契約書に記載される工事名が記載されるように申
　　　し込むこと。

　　ウ　証券上の主契約の内容としての工事名の欄には、工事請負契約書に記載される工事名が記載されるよう申
　　　し込むこと。



９　中間前金払と既済部分払の選択について

10　その他

（１）工事に係る共通単価の補正事項

　　　本工事における国有林治山事業設計書の公表用設計書及び工事積算条件表（公表用）による。

（２）公共事業労務費調査について

　　　森林整備保全事業工事標準仕様書１－１－１－13「調査・試験に対する協力」による。

（３）グリーン購入法について

　　　森林整備保全事業工事標準仕様書１－１－１－35「環境対策及び木材利用」による。

（４）建設工事に係る資材の再資源化等について

（５）仮設工および積上げ共通仮設費について

　　　本工事における「特記仕様書（個別）」及び「仮設計画図」による。

      本工事が「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」(平成12年法律第104号）に基づく分別解体等及
　　び特定建設資材廃棄物の再資源化等の実施が義務づけられた工事ではない。

      また、落札者は同法第12条第1項の規定に基づき、落札決定後工事請負契約書に記載する分別解体等の方法
　　について、説明書により発注者に説明するとともに協議を行うものとする。

　　ク　受注者の責に帰すべき事由により契約が解除されたときは、保険会社から支払われた保険金は、会計法第
　　　29条の10の規定により国庫に帰属する。なお、違約金の金額が保険金額を超過している場合は、別途、超過
　　　分を徴収する。

（５）（１）～（４）の規定にかかわらず、予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165号）第100条の２第１項第１
　　号の規定により工事請負契約書の作成を省略することができる工事請負契約である場合は、契約の保証を付さ
　　なくてもよいものとする。

    請負代金額が1,000万円以上であって、かつ、工期が150日以上の工事（国庫債務負担行為に基づく契約にあっ
　ては、いずれかの年度の出来高予定額が1,000万円以上であって、かつ、その年度の工事実施期間が150日以上の
　工事）については、中間前金払と既済部分払のいずれかを選択するものとする。工期180日を越えるものについ
　て既済部分払を選択した場合は、出来高部分払方式を採用する。なお、その選択については、落札決定後、工事
　請負契約書の案を提出するまでに申し出るものとし、その後においては変更することはできない。

　　また、当該工事は、未完成公共工事に係る工事請負代金債権の譲渡の申請を行う（工事の完了が見込まれる年
　度に限る）ことが可能な工事であるが、中間前金払又は既済部分払が支払われたものについては、申請ができな
　い。

    なお、債権譲渡申請が承諾された以降は、中間前金払や既済部分払を請求することができず、その後において
　は変更することができない。


